
社会資本総合整備計画
【滋賀県地域住宅等整備計画（第2期）】

事後評価について

滋賀県土木交通部住宅課

１

資料－３
滋賀県公共事業評価監視委員会
令和３年２月１０日



本日の説明内容

１．滋賀県の住宅施策について
２．社会資本整備総合交付金制度
３．整備計画の概要
４．整備計画の事後評価
（１）事業の進捗状況
（２）事業効果の発現状況
（３）評価指標の目標値の実現状況

５．事後評価まとめ
６．今後の方針
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１．滋賀県の住宅施策について

滋賀県基本構想

滋賀県
住生活基本計画

滋賀県営住宅長寿命化計画

住生活基本計画
（全国計画）

市町
住生活基本計画

県営住宅事業の具体的計画

平成18年度策定
平成23年度見直し
平成28年度見直し
令和 ３年度見直し（予定）

市町総合計画

平成23年度策定
平成27年度見直し
平成28年度見直し
令和４年度見直し（予定） ３



１．滋賀県の住宅施策について
滋賀県住生活基本計画

滋賀県営住宅長寿命化計画

●重点施策【バリアフリー化等の促進】
“高齢者・障害者等に対応したバリアフリー化ユニバーサルデザイン化を
推進します。”

●重点施策【公営住宅の公平・的確な供給と良好なコミュニティの形成】
“良質な公営住宅ストックを効果的・効率的に確保するため、
滋賀県営住宅長寿命化計画に基づき、的確な公営住宅の整備等を推進します。”
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１．滋賀県の住宅施策について
滋賀県営住宅長寿命化計画 計画期間：平成28年度～令和7年度

・県営住宅の維持管理・更新等を計画的に進めるため、
予防保全的な観点からの中長期的な修繕や改善の具体的計画。
・「公営住宅等長寿命化計画策定指針（国土交通省）」に基づき策定。
・評価指標を老朽化、既存不適格、耐震性、需要量、土地利用の効率
性として評価し、団地別・住棟別の活用手法（建替、用途廃止、維
持管理、改善）の判定を実施。
・計画期間内に実施する修繕管理・改善事業の内容を決定し、
維持管理計画を策定。

団地別活用手法の判定

維持管理事業建替事業 ストック改善 用途廃止事業
５



１．滋賀県の住宅施策について
■県営住宅の概要

団地数 ４２団地

管理戸数 ２，９１８戸
２，９０３戸（令和２年度末予定）

入居戸数 ２，３６５戸

空き戸数 ５５３戸
（うち政策的空き戸数２０９戸）

管理棟数 １７１棟
前年度
応募倍率

０．８倍
（年4回定期募集の平均）

入居資格

原則として①～④のすべての要件を満たす方
①滋賀県内に住所または勤務地を有する
②同居または同居しようとする親族がある
③収入月額が158,000円以下
（裁量階層に該当する方は214,000円以下）
④現在、住宅に困っていることが明らかな方

（令和３年１月1日時点）

６



２．社会資本整備総合交付金制度の概要

■制度概要

出典 国土交通省HP「社会資本整備総合交付金」 ７



滋賀県営住宅長寿命化計画

長寿命化計画記載事業のうち、交付金の補助対象となる事業を抽出し、整備計画を策定

８

滋賀県地域住宅等整備計画

３．整備計画の概要 ～滋賀県地域住宅等整備計画（第２期）



３．整備計画の概要 ～滋賀県地域住宅等整備計画（第２期）

■計画の名称 滋賀県地域住宅等整備計画（第２期）

（１）事業主体 滋賀県

（２）計画の期間 平成28年度～令和２年度

（３）計画の目標

●『安全・安心で快適な住宅・住環境の形成』

●『誰もが安心して暮らせる住宅セーフティネットの再構築』

９



（定量的指標）
当初現況値
【H27年度末】

最終目標値
【R2年度末】

県営住宅のバリアフリー化率 ３２．１％ ３５．０％

県営住宅管理戸数における、高齢者等配慮対策済み住戸の割合
（バリアフリー化率）＝（H8年度以降建替え戸数＋住戸改善戸数）／（全管理戸数）

県営住宅の
最低居住面積水準未満率

５．８％ ５．０％

県営住宅入居世帯における最低居住面積水準未満の世帯数の割合
（最低居住面積水準未満率）＝（最低居住面積水準未満の世帯数）／（全入居世帯数）

※最低居住面積水準
‥世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準。
単身世帯 ：２５㎡
２人以上の世帯 ：１０㎡×世帯人数＋１０㎡ 例）2人世帯:30㎡、3人世帯:40㎡

滋賀県営住宅長寿命化計画事業達成率 ０％ １００％

滋賀県営住宅長寿命化計画に基づく事業の実施した割合
（滋賀県営住宅長寿命化計画事業達成率）
＝（H28～R2年度の期間記載事業の実施数）／（H28～R2年度の計画記載事業数）

（４）計画の成果目標（定量的指標）

３．整備計画の概要 ～滋賀県地域住宅等整備計画（第２期）
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（５）計画事業費

３．整備計画の概要 ～滋賀県地域住宅等整備計画（第２期）

交付対象事業 要素事業名 計画事業費
（単位：百万円）

全体事業費 １，７２３

基幹事業
公営住宅等整備事業
公営住宅等ストック総合改善事業
住宅地区改良事業

１，４０９

効果促進事業
公営住宅の駐車場整備
地域防犯対策事業
公営住宅移転助成事業 他

３１４
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（６）主な事業概要

３．整備計画の概要 ～滋賀県地域住宅等整備計画（第２期）

公営住宅等整備事業 ６５６（百万円）
■県営住宅の建替え等

本計画団地 新庄寺団地（長浜）他 計３団地(１５６戸)

公営住宅等ストック総合改善事業 ７０８（百万円）
■県営住宅の個別改善

本計画団地 朝日が丘団地（大津）、石山団地（大津）
計２３団地（５９棟）

効果促進事業 ３１４（百万円）
■県営住宅の駐車場整備

本計画団地 上屋団地（野洲）、一里山団地（大津） 計７団地
■県営住宅の解体

本計画団地 石山団地（大津）、西神団地（長浜） 計２団地

※個別改善事業‥居住性向上・福祉対応・安全性確保・長寿命化にいずれかの改善を行う住戸改善、
共用部分改善および屋外・外構改善
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■公営住宅の建替え等（基幹事業 公営住宅等整備事業）  ３７百万円

（計画） （実績）
完 了 ２６戸

１５６戸 着手 → 事業着手 130戸
未 着 手  なし

４．整備計画の事後評価 （１）事業の進捗状況

H28 H29 H30 H31 R2 R3～

新庄寺団地

大森団地 （完了）

今堀団地

PFI導入可能性調査 PFI事業者の選定

（計画）
（実績）

・新庄寺団地（長浜）：当初計画ではH31より着手予定であったが、
PFI手法の導入によりPFI事業として事業着手。

・大森団地（東近江）：完了（※個別補助金へ移行）
・今堀団地（東近江）：R2より事業着手（※個別補助金へ移行）
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※PFI（Private Finance Initiative）とは、
公共施設等の建設、維持管理、運営等に
民間の資金、経営能力および技術的能力
を活用することにより、同一水準のサー
ビスをより安く、または、同一価格でよ
り上質のサービスを提供する方法。



■既存公営住宅の個別改善
（基幹事業 公営住宅等ストック総合改善事業）  ５２６百万円

①安全性確保 ②長寿命化

・既存エレベーター改修
【実績】川辺団地(栗東)(H28)

上屋団地(野洲)(H29)他
計５団地

・外壁改修
【実績】鷹飼団地(近江八幡)(H28~H30)

沖野原団地(東近江)(H30 R2)他
計３団地

・屋上防水改修
【実績】石山南団地(大津)(H29)

永原第２団地(野洲)(R2)他
計６団地

・給水管・ガス管改修
【実績】弘川団地(高島)(H30)

八坂団地(彦根)(H31 R2)他
計５団地

※建築基準法上の既存不適格改修
・戸開走行保護装置の設置
・主要機器耐震補強措置

４．整備計画の事後評価 （１）事業の進捗状況
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③福祉対応 ④居住性向上
・バリアフリー改修
【内容】便器の洋式化、手摺の設置等。
【実績】渋川団地集会所(草津)(H28)

・電気設備改修
【内容】住戸内の電気容量を大きくし、

器具を増設。
【実績】黒田団地(長浜)(H31)

信楽団地(甲賀)(H31)

（計画） （実績）
２３団地５９棟 → ２２団地５３棟

【要因】
・国費の内示率が低かったため。

４．整備計画の事後評価 （１）事業の進捗状況

15



４．整備計画の事後評価 （２）事業効果の発現状況

■公営住宅の駐車場整備（効果促進事業）  ７４百万円
【内容】公営住宅の駐車場有料化に伴い、外構整備を実施。
【実績】一里山団地（大津）、上屋団地（野洲）他 計７団地
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４．整備計画の事後評価 （２）事業効果の発現状況

■地域防犯対策事業（効果促進事業）  １２１百万円
【内容】用途廃止等に伴う既存公営住宅の解体を実施。
【実績】石山団地（大津）、西神団地（長浜） 計２団地
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４．整備計画の事後評価 （３）事業指標の目標値の実現状況

■県営住宅のバリアフリー化率
【定 義】県営住宅管理戸数における、高齢者等配慮対策済み住戸の割合

【算定式】（バリアフリー化率）＝（H8年度以降建替え戸数＋住戸改善戸数）／（全管理戸数）

当初現況値
【H27年度末】

最終目標値
【R2年度末】

実績値
【R2年度末】

バリアフリー化率 ３２．１％ ３５．０％ ３４．８%

建替
+

住戸改善戸数
９５１戸 ― １，０１１戸

管理戸数 ２，９６７戸 ― ２，９０３戸

おおむね目標達成 【分析】
・PFI手法の導入により建替事業の着手が遅れたため、
若干目標値を下回った。 18



４．整備計画の事後評価 （３）事業指標の目標値の実現状況

■県営住宅の最低居住面積水準未満率
【定 義】県営住宅入居世帯における最低居住面積水準未満の世帯数の割合

【算定式】（最低居住面積水準未満率）＝（最低居住面積水準未満の世帯数）／（全入居世帯数）

目標達成

※実績値 R2.12.10時点

当初現況値
【H27年度末】

最終目標値
【R2年度末】

実績値
【R2年度末】

最低居住面積水
準未満率 ５．８％ ５．０％ ４．３%

最低居住面積
水準世帯数

１５１戸 ― １０１戸

全入居世帯数 ２，５８４戸 ― ２，３３６戸
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４．整備計画の事後評価 （３）事業指標の目標値の実現状況

■滋賀県営住宅長寿命化計画事業達成率
【定 義】県営住宅長寿命化計画に基づく事業の実施した割合

【算定式】（滋賀県営住宅長寿命化計画事業達成率）
＝（H28～R2年度の期間記載事業の実施数）／（H28～R2年度の計画記載事業数）

おおむね目標達成 【分析】
・国費の内示率が低かったため、若干目標値を下回った。

当初現況値
【H27年度末】

最終目標値
【R2年度末】

実績値
【R2年度末】

事業達成率
（事業実施数） ０％ １００％

（99棟）
９４%
（93棟）

内
訳

建替事業 ０% １００％
（40棟）

１００％
（40棟）

ストック改善事業 ０% １００％
（59棟）

９０%
（53棟）
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５．事後評価まとめ
滋賀県では、滋賀県住生活基本計画に基づき、安全・安心で快適な住宅・住環境の形成を
図ることとする。具体的には、滋賀県営住宅長寿命化計画を策定し、公営住宅整備事業および
公営住宅ストック総合改善事業等を実施し、県営住宅の計画的な更新・維持管理を進めている。

本計画において、
●新庄寺団地、大森団地、今堀団地の建替事業を実施
●県営住宅のストック改善として、給水管・ガス管改修、外壁改修、屋上防水改修等を実施

本計画の成果指標では、
●「県営住宅のバリアフリー化率」では、目標値35.0%に対して実績値34.8%であり、
おおむね目標を達成した。

●「県営住宅の最低居住面積水準未満率」では、目標値5.0%に対して実績値4.3%であり、
目標を達成した。

●「滋賀県営住宅長寿命化計画事業達成率」では、目標値１００％に対して実績９４%であり、

おおむね目標を達成した。
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６．今後の方針

・多様なニーズに対応した公営住宅の供給のため、引き続き住宅のバリア
フリー化を進める。

・最低居住水準面積未満住戸を解消するため、引き続き適切な規模の住宅の
提供を行う。

・点検結果に基づく事業計画を策定し、適切な維持管理により長寿命化を図る。

●次期計画においても、誰もが安心して暮らせる住宅セーフティネットの
再構築を目指し、その基盤となる県営住宅の整備・ストック改善に引き
続き取り組む。
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